自動車関連中小企業新分野進出支援事業に対する補助金公募要項
１　目　的
三菱自動車工業㈱の自動車の生産・販売停止により影響を受けている同社と直接又は間接的に取引のある県内中小企業者を対象に、自動車関連分野以外の分野への事業進出（以下「新分野進出」という。）（※）による事業多角化に向けた取組等を支援します。
　※「新分野進出」については、他分野への技術転用や販路開拓など広義に規定しますので、詳細は事業者のニーズを個別にヒアリングの上、事務局にて判断させて頂きます。
２　補助対象事業
新分野進出による事業多角化に向けた取組
３　補助対象者
　　三菱自動車工業㈱と直接又は間接的に取引（※）を行っている県内の中小企業者のうち、下記(1)かつ(2)に該当するもの又は(3)に該当する団体とします。
(1) 前事業年度又は前年度における取引依存度が２０％以上であること。
(2) 当該事業活動の制限を受けた後、原則として最近１月間の売上高又は販売数量（建設業にあっては、完成工事高又は受注残高。（以下「売上高等」という。）が前年同月に比して１０％以上減少しており、且つ、その後２月間を含む３月間の売上高等が前年同月に比して１０％以上減少することが見込まれること。

(3) 中小企業者の団体（(1)且つ(2)に該当する中小企業者が１／３以上を占める事業協同組合、商工組合等の法人）
※「間接的な取引」の当事業上の定義

　　　　　三菱自動車工業㈱の二次・三次下請事業者のほか、当該事業者との取引も含みます。

（詳しくは事務局までお問い合わせください。）

４　補助率等
	　補　助　事　業　の　内　容
	補助率
	補助限度額
	補助期間

	・研究開発事業
　新分野進出を目的とし、研究会・検討会等の開催や、新技術・新製品の最新動向などの情報収集、技術課題の解決に向けた研究等を行うものを対象とする。
・販路開拓事業
　新分野進出を目的とした市場動向の調査・視察や商談会、展示会等を行うものを対象とする。
・初期投資事業
　自社の技術をもって、新分野進出を行うための設備投資等を対象とする。
	２／３以内

※但し、人件費は対象経費総額の１／２以内とする。
	2,000千円

	交付決定日から平成29年2月28日まで


５　補助対象経費
	補助事業の対象経費

	
	経　費　区　分
	内　　　　　　　　　　　　　　　　容

	
	機械装置費
	・機械装置又は工具器具の購入、製造、改良、備え付け等に要する経費

	
	外注（加工）費
	・原材料等の再加工及び設計等を外注する場合に要する経費

	
	人件費
	・当事業に採択された業務に従事する給与支払対象者に対する経費

	
	謝金
	・専門家等に対して謝礼として支払う経費

	
	旅費交通費
	・専門家等に対して旅費として支払う経費
・職員に対して出張旅費として支払う経費

	
	会議費
	・資料購入費や茶菓代等会議に要する経費

	
	印刷製本費
	・パンフレットやポスター等の制作・印刷に要する経費

	
	通信運搬費
	・郵送料金や電話代等の経費

	
	手数料
	・各種申請等の手数料等

	
	会場借料
	・会場、会議室等の使用に要する経費

	
	会場設営費
	・展示会等に出展または、開催する場合、その会場設営及び運営に要する経費

	
	広告宣伝費
	・広告宣伝に要する経費

	
	委託費
	・調査、分析等に要する経費
・海外展示会等に参加する際の委託経費

	
	その他
	・岡山県中央会が必要と認める経費

	
	
	


※消費税、振込手数料は補助対象経費に含まれない。
※借用に要する経費については、当該年度内支出部分のみを対象とする。
６　主な付与条件等

(1) 同一期間に、他の補助金の対象となっている新分野進出に関する事業であっても、補助対象経費そのものが重複（例：１つの物品を複数の補助金で購入、１つの展示会に複数の補助金で会場費を支出　等）しなければ補助対象とします。
　　但し、岡山県が実施する補助事業と同一テーマのものについては、補助対象としません。
(2) 交付決定後、事業を実施し、補助事業終了後10日以内に実績報告書を提出してください。
７　応募方法等

　(1) 応募先（お問い合せ先）

　　　岡山県中小企業団体中央会　連携支援課　村上　赤松　太田

　〒700-0817 　岡山市北区弓之町４－１９－２０２
TEL：086-224-2245　　FAX：086-232-4145　　e-mail：murakami@okachu.or.jp
　(2) 応募受付期間　　平成２８年７月２５日（月）～ 平成２８年８月２６日（金）
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(3) 提出書類（申請書については電子媒体も提出（Word・Excel））
①事業計画書（サイズＡ４判、原本１部）
　　　様式等は、以下からダウンロードできます。
　    　　http://www.okachu.or.jp/
②直近２年間の決算関係書類（写）（法人事業概況説明書含む）
③定款若しくは登記事項証明書（提出日より３カ月以内に発行されたもの）
④パンフレット等会社の概要がわかるもの

⑤県税完納証明書（各県民局税務部で交付手続きを行ってください。）

⑥その他参考となる資料

※提出書類についてはホッチキス止め・製本等をせずにご提出ください。

※提出書類は返却しません。
